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重 点 施 策

１ 新たな防衛組織の構築と入札談合問題への対応

○ 新たな時代における政策課題に対応するため、内部部局を改編

○ 防衛施設庁入札談合等事案を踏まえ、防衛施設庁を解体し本省へ統合

○ 会計監査及び法令遵守のための査察を行う組織を新設

○ 地方において防衛行政の拠点を設けるため、地方組織を改編

２ 弾道ミサイルやテロ・ゲリラ・特殊部隊による攻撃等への実効的対応

○ 弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）のための警戒監視能力及び迎撃能力を出来

る限り早期に確保するとともに、迎撃能力の向上に向けた日米共同開発に

取り組む

○ ゲリラや特殊部隊による攻撃、テロ攻撃や武装工作員の侵入などの新た

な脅威に即応するため、高い機動力を有する部隊を改編

○ 国際社会の平和と安定のため、即応性の高い部隊を新編し、国際平和協

力活動に活用

３ 在日米軍再編のための取組

○ 抑止力を維持しつつ地元の負担を軽減するため、在日米軍の兵力構成見

直し等に関連する措置を実施するための施策に着手

４ より一層の効率化のための施策（総人件費改革、総合取得改革等）

○ 総人件費改革に取り組むため、業務のアウトソーシングを推進するとと

もに、自衛隊生徒制度を見直し

○ 厳しい財政事情の下でより効率的な防衛力整備を行うため、取得方法の

工夫により、装備品等のより一層の効率的な調達を図るとともに、総合取

得改革を引き続き積極的に推進

５ 人事・衛生・研究施策等の充実

○ 急速に進む少子化等に対応するため、防衛力の人的側面についての抜本

的改革の検討に着手

○ 医官の早期退職防止のための各種施策を推進するとともに、防衛医科大

学校の独立行政法人化に向けた施策に着手

○ 長期的視点を踏まえた政策立案に資するため、戦史研究を推進するため

の施策を実施

平成１９年度は、政策立案機能を強化し新たな時代に対応する防衛組織を
構築するとともに、弾道ミサイルやテロ・ゲリラ・特殊部隊による攻撃等の
新たな脅威や多様な事態への対応等を重視しつつ、より一層効率的な防衛力
整備を推進する

－１－



－２－



主 要 事 項

－３－



１ 新たな防衛組織の構築

施設部

業務部

建設部

地方企画局

地方企画局 渉外部

経理調達局 （経理装備局を改編）

装備調達本部 （装備本部を改編）

本 庁 ※ 総務部の機能は官房等に統合

企画
立案

実施

地 方 防衛施設局

装備本部 地方支部

札幌、仙台、東京、横浜、
大阪、広島、福岡、那覇

×８

東京、横浜、名古屋、
大阪、長崎

×５

地方防衛局

札幌、仙台、東京、横浜、
大阪、広島、福岡、那覇

×８

①防衛施設庁の機能の移行

地方自治体と連携して防衛行政を
推進する体制を確立

対米調整と地元調整を効果的に
連携して実施する体制を確立

予算の適正な執行を確保する体
制を確立

防衛行政全般の地方にお
ける拠点として地方との接
点を担う組織へ改編

（注 新組織名はいずれも仮称）

防衛施設庁入札談合等事案を踏まえ、防衛施設庁を解体、
本省に統合し、新たな時代の要請に応えた政策立案を行う
ための体制を構築する

（１）防衛施設庁の解体と防衛本省への統合・内部部局の改編

－４－

【新規】
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報道官

審議官

参事官

次長

運用企画局 人事教育局 経理調達局 地方企画局

大　　臣

衛生監

技術監

次長

防衛政策局大臣官房

防衛査察本部（仮称）の新設

大 臣

内部部局
装備

調達本部
情報本部

技術
研究本部

防衛査察本部

防衛
大学校

統陸海空
幕僚監部

防衛医科
大学校

防衛
研究所

全 省 的 な 査 察

○ 防衛査察本部（仮称）を新設し、会計業務や職員の法令遵守につき、全
省的に厳格なチェックを実施

○ 内部部局などの既存の各組織にある監査・監察体制と相まって、重層的
なチェック体制を構築

（２）大臣直轄で独立性の高い査察組織の新設

－５－

②内部部局の組織改編

○ 新たな時代の政策課題に一層適切に対応するとともに、職員の規律保持、
事故等への対処のための体制の強化等を図る。

【新規】

【新規】

（注 新組織名はいずれも仮称）



２ 弾道ミサイル攻撃への対応

本年７月の北朝鮮による弾道ミサイル発射事案を踏ま
え、追加的施策を含めた迎撃能力や情報収集・警戒監視
能力を出来る限り早期に確保する

弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）システムの整備【１,７１７億円】

イージス艦「きりしま」

改修予定のＦＰＳ－３改ＦＰＳ－ＸＸ（開発試作機）

－６－

■ 海上配備型上層ウェポンシステム
・ イージス・システム搭載護衛艦の能力向上（１隻）
（１９年度は４隻目）

・ ＳＭ－３ミサイルの取得
・ ＳＭ－３ミサイル発射試験

■ 地上配備型下層ウェポンシステム
・ 地対空誘導弾ペトリオットの能力向上（１個高射群分）
（１９年度は４個高射群分目（うち１個高射群相当分は教育所要））

・ ＰＡＣ－３ミサイルの取得

■ センサー
・ 新たな警戒管制レーダー（ＦＰＳ－ＸＸ）
の整備（１９年度は２機目）

・ ＦＰＳ－３改の能力向上

■ 指揮統制・通信システム
・ 自動警戒管制システムへの弾道ミサイル対処機能の付加
・ 戦術データ交換システム（ＴＤＳ）の整備

ペトリオット ＰＡＣ－３

概算要求額 ２,１９０億円



■ ＰＡＣ－３ミサイルの早期取得

■ 電子戦データ収集機（ＥＰ－３）の改善

将来のＢＭＤシステムに関する研究開発等【２４７億円】

日米共同開発で試作される
クラムシェル型ノーズコーン

弾道ミサイル発射事案を踏まえた追加的施策【２２７億円】

■ 弾道ミサイル防衛用能力向上型迎撃ミサイ
ルに関する日米共同開発

■ 艦載型対空レーダ及び戦闘指揮システムの
能力向上に係る日米共同研究

■ 多国間ＢＭＤカンファレンス（会議）への
参加

■ 弾道ミサイル探知用先進赤外線センサーの研究の推進

－７－

弾道ミサイル 追尾

ＵＰ－３Ｃ
（試験母機）

センサーヘッド

探知

関連信号

弾道ミサイル発射の兆候察知のための情報収集能力を強化

ミサイル関連の信号等の探知が可能

受信した電波の迅速な識別が可能
電波発射場所の特定が可能



テロやゲリラや特殊部隊等による攻撃などに実効的に対
応するため、装備の導入や訓練の実施等により、これらの
事態への対応能力の充実を図る

３ 新たな脅威や多様な事態等への対応

ゲリラや特殊部隊による攻撃等への対応【９２３億円】

■ 沿岸部等における警戒監視・情報収集
・ 移動監視レーダ等の整備
・ 沿岸監視訓練の実施

■ 侵入したゲリラや特殊部隊の捜索、重要施設等
の防護
・ 各種車両、ヘリコプター、無線機の整備
・ 基地警備のための機動警備要員の確保【新規】

■ 侵入したゲリラや特殊部隊の捕獲・撃破
・ 都市型戦闘訓練、米国における実動訓練
・ 近距離監視装置等の整備

■ 警察との連携の強化
・ 治安出動に係る警察との共同訓練

核・生物・化学兵器による攻撃への対処【１０４億円】

■ 対処に必要な各能力の充実
（予防、検知・同定、防護、診断・治療、除染、人材育成）

－８－

都市型戦闘訓練

警察との共同訓練

除染訓練 化学防護車



周辺海域における潜水艦及び武装工作船への対応【３２６億円】

大規模・特殊災害等への対応【１,０９１億円】

■ 潜水艦への対応（２７９億円）
・ 潜水艦の探知・識別・追尾に係る能力強化
【一部新規】

・ 浅海域における潜水艦対処能力の維持・向上
【一部新規】

■ 武装工作船への対応（４７億円）
・ 小型水上船舶に対する射撃能力の向上
・ 特別警備隊の即応態勢の維持・強化

■ 救難飛行艇（ＵＳ－２）の整備

■ 災害対処訓練の実施

－９－

射撃訓練中の海上自衛隊員

防災訓練

国際社会の平和と安定のための取組【１２３億円】

■ 陸上自衛隊中央即応集団に中央即応連隊（仮称）を新編、国際平和協力
活動に活用【新規】

■ 国際平和協力活動に係る教育訓練等の推進

■ 防衛交流（豪空軍との部隊間交流、多国間会議の開催）【一部新規】

多国間会議
（東京ディフェンスフォーラム）

救難飛行艇（ＵＳ－２）

海自機の豪州訪問
（部隊間交流）



「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組につ
いて」（平成１８年５月３０日閣議決定）を踏まえ、再編
関連措置を的確かつ迅速に実施するための施策に着手する

４ 在日米軍再編のための取組

■ 普天間飛行場のキャンプ・シュワブへの移設（調査費等）

■ 嘉手納飛行場以南の地域の土地の返還（調査費等）

■ 厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐等（調査費等）

■ 相模総合補給廠の一部返還（調査費等）

■ 嘉手納飛行場所在米空軍機の本土への訓練移転（訓練移転費）

■ 地域振興策（新たな交付金制度等）

地元の負担軽減に資する措置

その他の措置【１５９億円】

■ キャンプ座間への陸上自衛隊中央即応集団司令部の移設（調査費）

■ 横田飛行場への航空自衛隊航空総隊司令部等の移設（施設整備費）

■ 航空自衛隊車力分屯基地への弾道
ミサイル防衛のための米軍のレーダ
ー・システムの配置（施設整備費）

ＳＡＣＯ関係経費

－１０－

ＢＭＤ用移動式レーダー
（ＦＢＸ－Ｔ（Ｘバンド・レーダー・システム））

■ 日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同文書による変更がないもの
については、引き続きＳＡＣＯ最終報告に盛り込まれた措置を着実に実施

地元の負担軽減に資する措置については、現時点において計上すべき予算をあらか
じめ確定することは困難であるが、可能な限り早期に実現することが重要との観点か
ら、予算編成過程における地元や米軍等の調整結果を予算に反映させることが必要で
あり、今後、予算編成過程において検討し、必要な措置を講ずることとしている。

【新規】

【新規】



■ 民間委託等の推進【一部新規】
・ 教育、給食、整備等の分野での民間委託の推進
・ 地方協力本部の援護業務の民間開放及び募集業
務の効率化

■ 自衛隊生徒制度の見直し【新規】
・ 陸上自衛隊
→２０年度以降の募集を目途に、自衛官の身分を
防大「学生」並びに変更

・ 海上自衛隊・航空自衛隊
→１８年度募集を 後に終了

政府全体としての歳出削減に貢献するため、防衛力整備
のより一層の効率化を図る

５ 効率的な防衛力整備のための施策

自衛隊生徒隊の授業風景

給食作業中の隊員

Ｈ１９、２０年度の２カ年に分けて整備予
定であったＦ－２を１０機一括取得。
→２ヶ年に分けて整備した場合に比べ約１３
６億円を節減。

Ｈ１９～２１年度の３ヶ年に分けて整備予
定であったＵＨ－１Ｊを１６機一括取得。
→３ヶ年に分けて整備した場合に比べ約１９
億円を節減。

総人件費改革への取組

より一層の効率化・合理化への努力

■ 戦闘機（Ｆ－２）の一括取得（航空自衛隊）

■ 多用途ヘリコプター（ＵＨ－１Ｊ）の一括取得（陸上自衛隊）

－１１－



■ 情報システム等借料の複数年度契約化による節減

総合取得改革の推進

■ 装備品のライフサイクルコスト低減等

■ 取得関係職員の能力向上等

コンピューター及び複写機等の借料について、従来の単年度契約
から複数年度契約を行い、業者の中途解約リスク等を節減。
→単年度契約に比べ、約６０億円を節減。

■ 海洋観測艦の船価節減（海上自衛隊）【新規】

海洋観測艦については、できる限
り商船仕様を追求するとともに、観
測機器等の見直し等を実施。
→従来型の海洋観測艦に比べて、約
１４０億円を節減。

－１２－

【概要図】

■ 施設整備予算単価低減の努力

入札談合再発防止に向けた取組の実績等を踏まえ、施設整備関連
予算の単価低減に努力



防衛力の人的側面についての改革、メンタルヘルス（精
神的健康）の維持向上施策、各種衛生施策とともに、研究
施策の充実を図る

６ 人事・衛生・研究施策等の充実

防衛医科大学校

衛生施策の充実

■ 防衛医科大学校の独立行政法人化に向けた施策に着手【新規】

■ 看護師養成課程の４年制化に向けた取組【一部新規】

■ 自衛隊病院等の医療態勢の整備

メンタルヘルスの維持向上施策

■ 各種相談体制の整備等、隊員に対する心理的ケアの充実

－１３－

研究施策の充実

■ 戦史研究を推進するための施策を実施

防衛研究所所蔵文書防衛研究所閲覧室

啓発資料

「メンタルヘルス読本」

防衛力の人的側面についての改革

■ 防衛力の人的側面についての抜本的改革に着手【新規】



１８年３月からの統合運用の開始を踏まえ、統合運用態
勢の一層の充実を図るとともに、統合的な通信の保全及び
監査に関する体制を構築する

７ 統合運用態勢の充実

統合通信態勢の強化

■ 常設の統合通信部隊の設置【新規】

統合訓練の実施

■ 自衛隊統合演習の実施

■ 自衛隊統合防災演習の実施

■ 国際平和協力演習の実施

■ 日米共同統合演習の実施

■ 多国間訓練（コブラ・ゴールド）
への要員の派遣

統合運用を踏まえた自衛隊の能力評価の充実

■ 統合防衛力評価シミュレーションの整備【新規】

－１４－

自衛隊統合防災演習

自衛隊統合演習

中央システムの運営等 DIIの運用
サイバー攻撃対処時の統制等

DIIに加入するシステムの監査等

自衛隊指揮通信システム隊（仮称）の新編

統合防衛力評価シミュレーション
連携

連携

連携

空自シミュレーション

海自シミュレーション陸自シミュレーション

自衛隊の統合運用による各種事態での能力を評価

隊　　本　　部 保全監査隊 中央指揮所運営隊 ネットワーク運用隊

自衛隊指揮通信システム隊（仮称）



引き続き、情報収集・分析体制の充実強化や情報通信態
勢の高度化を図る

８ より高度な情報体制・情報通信態勢の構築

より高度な情報通信態勢の構築【１,９４２億円】

■ サイバー攻撃対処・評価機能の強化【新規】

■ 指揮命令ラインの情報集約・伝達の充実

■ 部隊レベルの情報共有の推進

■ 関係機関等との情報共有の推進

■ 各種通信インフラの充実

滞空型無人機に関する調査・研究

■ 海外における運用調査、搭載センサーの研究の推進【新規】

－１５－

■ 情報本部の要員の増強

■ 情報収集器材・装置の充実

情報機能の強化

サイバー攻撃対処・評価機能の強化

悪意ある攻撃者

インターネット

模擬環境

DIIによる防御

不正アクセス等
監視・分析装置

庁内模擬環境攻撃元特定技術等を研究

（技術研究本部） （統合幕僚監部）

ファイアー
ウォール

各種情報システム

模擬攻撃により対処機能強化

実運用環境

模擬環境

（データの反映）

（模擬攻撃元）

（サイバー攻撃状況等
の情報を提供）

（攻撃経路）

（結果を反映）

連携して実施



軍事科学技術の動向等を踏まえ、重点的な資源配分を行
いつつ、効果的・効率的な研究開発を実施する

携帯型化学剤検知技術の研究

化学剤汚染地域

大きさのイメージ

【特徴】
○ 化学剤検知の短時間化・正確化
○ 操作処理方法の簡素化・自動化
○ 夜間の視認性向上

機動戦闘車の開発

【特徴】
○ 優れた路上機動性
○ 輸送機で空輸可能
○ 装甲戦闘車両等に対する火力

９ 軍事科学技術の進展への対応

■ ゲリラや特殊部隊による攻撃等への対処
・ 機動戦闘車の開発【新規】
・ 高精度火力戦闘システム構成要素の研究【新規】

■ 核・生物・化学兵器による攻撃等への対処
・ 携帯型化学剤検知技術の研究【新規】

■ 周辺海空域における艦艇及び航空機への対処
・ パッシブ型電波誘導方式に関する研究【新規】

■ より高度な情報通信態勢の構築
・ 新野外通信システムの開発【新規】
・ ネットワークセキュリティ実験装置の研究【新規】

－１６－

概算要求額 １,４８７億円



概算要求額 ４,７８９億円

１０ 基地対策等の推進

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策
を実施するとともに、在日米軍の駐留を円滑かつ効果的に
するための施策を推進する

基地周辺対策経費【１,３０７億円】

■ 基地関連市町村等から要望の強い周辺環境整備事業（河川・道路改修、
学校防音等）の実施

■ 特定防衛施設周辺整備調整交付金の増額

■ 防衛施設周辺のまちづくり事業及び周辺
整備統合事業等の施策の充実

■ 飛行場等周辺の住宅防音事業の実施

在日米軍駐留経費負担【２,１８０億円】

■ 特別協定に基づき、在日米軍従業員の
給与及び光熱水料等を負担

■ 提供施設の整備等の実施

うち特 別 協 定：１，４０９億円
提供施設の整備： ４６３億円

■ 防衛施設用地等の借上げ、漁業補償等の実施

借料、補償経費等【１,３０２億円】

－１７－

岩国飛行場滑走路移設事業

河川改修

うち周辺環境整備： ９０７億円
住 宅 防 音： ４００億円



－１８－



－１９－

主要な装備品・組織等



主要な装備品等

陸上自衛隊

■ ゲリラや特殊部隊による攻撃等への対応、災害派遣等に有効な装輪装甲
車、軽装甲機動車、暗視装置、施設器材 等

■ ９９式自走１５５ｍｍりゅう弾砲、９０式戦車、戦闘ヘリコプター（Ａ
Ｈ－６４Ｄ）、０３式中距離地対空誘導弾 等

－２０－

５インチ砲

レーダーシステム

高性能２０㎜機関砲

対艦ミサイル

垂直発射装置

ソーナーシステム

海上自衛隊

護衛艦部隊の防空重視グループのイージス艦が弾道ミサイルの警戒及び対
処に従事している際に、航空機、潜水艦、水上艦艇等による攻撃から防護す
る等の機能を有する護衛艦（ＤＤ（５，０００トン型））を整備。

■ 護衛艦（ＤＤ（５，０００トン型））【新規】

【概要図】



ヘリコプター操縦士教育の課程全体を見直し、教育期
間の短縮及び教育効果の向上等を図るため、２０年度に
除籍が見込まれるＯＨ－６Ｄの代替として、次期回転翼
練習機（ＴＨ－Ｘ）を１機整備。

航空自衛隊

■ 戦闘機（Ｆ－２）、輸送用ヘリコプター（ＣＨ－４７Ｊ）、救難捜索機
（Ｕ－１２５Ａ）、救難ヘリコプター（ＵＨ－６０Ｊ） 等

■ 早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）、早期警戒管制機（Ｅ－７６７）及び偵察機
（ＲＦ－４Ｅ）の機能を改善

■ 次期回転翼練習機（ＴＨ－Ｘ）【新規】

－２１－

ＯＨ－６Ｄ／ＤＡ

ＴＣ－９０

教育課程を見直し
ＴＨ－Ｘ

■ 潜水艦（ＳＳ）、海洋観測艦（ＡＧＳ）【新規】、哨戒ヘリコプター
（ＳＨ－６０Ｋ）、救難飛行艇（ＵＳ－２） 等



222244 SET－個人携帯地対空誘導弾（改）

17172 SET4 SET93式近距離地対空誘導弾

24241 SET1 SET96式多目的誘導弾システム

50502機2機観測ヘリコプター(OH-1)

航
空
機 16116116機4機多用途ヘリコプター(UH-1J)

51511機1機多用途ヘリコプター(UH-60JA)

22221機－連絡偵察機(LR-2)

53531機1機輸送ヘリコプター(CH-47JA)

750797－776億円車両、通信器材、施設器材等
乙
類

242419両20両96式装輪装甲車

773両3両87式偵察警戒車

5353173両180両軽装甲機動車

金額(億円)

32

290

75

4

71

74

5

2

5

10

2

21

総額

216,424丁6,064丁89式小銃

719両11両90式戦車

42両2両化学防護車

甲

類

誘
導
弾

3261 SET48 SET01式軽対戦車誘導弾

2902個中隊1個中隊03式中距離地対空誘導弾

751機1機戦闘ヘリコプター(AH-64D)※

748両7両99式自走155㎜りゅう弾砲

512門4門120㎜迫撃砲RT

214門9門81㎜迫撃砲L16

580丁80丁12.7㎜重機関銃

10416丁348丁5.56㎜機関銃MINIMI

2133丁164丁対人狙撃銃

後年度
調達量

１９年度
１８年度

調達数量
区 分

○主要装備品等総括表（陸上自衛隊）

注１ 調達量：各年度に新たに契約する量
（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から５年までの間）

２ 計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。
※ 戦闘ヘリコプター（ＡＨ－６４Ｄ）の金額には、射撃統制レーダの整備に要する経費を含む。

－２２－



○主要装備品等総括表（海上自衛隊）

881機－次期回転翼練習機(TH-X)

11114機1機初等練習機(T-5)

2302302機－救難飛行艇(US-2)

3313315機3機哨戒ヘリコプター(SH-60K)

金額(億円)

604

23

1,595

9

188

－

550

848

－

総額

1,5873隻3隻合 計

－－1隻護衛艦(DDH)

艦

船

航
空
機

60414機4機合 計

232機－計器飛行練習機(TC-90)

6(2隻)(2隻)むらさめ型護衛艦等の短SAMシステム換装※

1881隻－海洋観測艦(AGS)

－－1隻掃海艇(MSC)

5491隻1隻潜水艦(SS)

8451隻－護衛艦(DD)

後年度
調達量

１９年度

１８年度

調達数量
区 分

注１ 調達量：各年度に新たに契約する量
（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から５年までの間）

２ 計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

※ むらさめ型護衛艦等の短ＳＡＭシステム換装については、既就役艦船の改善に係る事業であるため、
隻数の合計には含まない。

－２３－



金額(億円)

3

2

103

1,569

8

20

56

－

110

69

39

1,265

0

総額

1,55514機12機合 計

0(－)(2機)戦闘機(F-15)近代化改修※１

13(4機)(4機)
早期警戒管制機(E-767)ﾚｰﾀﾞｰ機能の向上

※１

8(1機)(－)偵察機(RF-4E)偵察機能の改善※１

航
空
機

誘
導
弾
等

38両8両軽装甲機動車

2－－爆弾用精密誘導装置

102－－地対空誘導弾(ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ)※２

56(1.5機)(0.5機)早期警戒機(E-2C)の改善※１

－－3機初等練習機(T-7)

1102機2機救難ヘリコプター(UH-60J)

641機1機救難捜索機(U-125A)

391機1機輸送ヘリコプター(CH-47J)

1,26410機5機戦闘機(F-2)

後年度
調達量

１９年度

１８年度

調達数量
区 分

○主要装備品等総括表（航空自衛隊）

注１ 調達量：各年度に新たに契約する量
（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から５年までの間）

２ 計数は、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

※１ 戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修、早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）の改善、早期警戒管制機（Ｅ－７６７）レ
ーダー機能の向上、偵察機（ＲＦ－４Ｅ）偵察機能の改善については、既就役機の改善に係る事業であ
るため、機数の合計には含まない。

※２ 地対空誘導弾（ペトリオット）の金額は、射撃訓練用ミサイルの整備に要する経費等である。

－２４－



－２５－

■ 陸上自衛隊第１１師団の第１１旅団への改編
定員を縮小しつつ、新たな脅威や多様な事態から本格的な侵略事態ま

で、あらゆる事態に対応し得るよう、総合的なバランスを重視した総合
近代化旅団に改編

主要な組織改編

■ 陸上自衛隊第１３旅団の改編
新たな脅威や多様な事態に迅速かつ効果的に対応し得るよう、戦車や

火砲等の重装備を効率化し、即応性・機動性を重視した即応近代化旅団
に改編

※ は即応予備自衛官を含む部隊を指す。

師 団 司 令 部
及 び 司 令部 付 隊

普 通 科 連 隊

特 科 連 隊

高 射 特 科 大 隊

戦 車 大 隊

対 戦 車 隊

偵 察 隊

施 設 大 隊

通 信 大 隊

飛 行 隊

後 方 支 援 連 隊

第

11

師

団

第

11

旅

団

旅 団 司 令 部
及 び 司 令部 付 隊

普 通 科 連 隊

特 科 隊

高 射 特 科 中 隊

戦 車 大 隊

偵 察 隊

施 設 中 隊

通 信 中 隊

飛 行 隊

後 方 支 援 隊

（廃止）

充足率を高めつつ、定数
を大幅に削減

戦車・火砲の削減

軽装甲機動車・高機動車
の整備による機動性の向上

情報収集能力の強化

旅 団 司 令 部
及 び 司 令部 付 隊

特 科 隊

高 射 特 科 中 隊

戦 車 中 隊

対 戦 車 中 隊

偵 察 隊

施 設 中 隊

通 信 中 隊

飛 行 隊

後 方 支 援 隊

第

13

旅

団

第

13

旅

団

旅 団 司 令 部
及 び 司 令部 付 隊

普 通 科 連 隊

特 科 隊

高 射 特 科 中 隊

戦 車 中 隊

偵 察 隊

施 設 中 隊

通 信 中 隊

飛 行 隊

後 方 支 援 隊

普 通 科 連 隊

（廃止）

即応予備自衛官を含む部
隊を方面直轄部隊に集約し、
旅団を常備自衛官化するこ
とにより、即応性を向上

戦車・火砲の削減

軽装甲機動車・高機動車
の整備による機動性の向上

情報収集能力の強化



■ 陸上自衛隊中央即応集団の改編
中央即応連隊（仮称）の新編等により、新たな脅威や多様な事態へ実

効的に対応し、国際平和協力活動に主体的・積極的に取り組む体制をよ
り一層強化

■ 海上自衛隊新体制への移行
・ 護衛艦部隊の改編
・ 航空機部隊（固定翼哨戒機部隊、回転翼哨戒機部隊、回転翼救難機
部隊）の改編

第１６護衛隊

自衛艦隊

呉地方隊

大湊地方隊

佐世保地方隊

横須賀地方隊

護衛艦隊

第１護衛隊群

第２護衛隊群

第３護衛隊群

第４護衛隊群

第２２護衛隊

第２５護衛隊

第２３護衛隊

第２６護衛隊

第２１護衛隊

第２４護衛隊舞鶴地方隊

しらね

第１護衛隊

第５護衛隊

第６１護衛隊

第２護衛隊

第６護衛隊

第６２護衛隊

第３護衛隊

第７護衛隊

第６３護衛隊

第４護衛隊

第８護衛隊

第６４護衛隊

くらま

はるな

ひえい

第１護衛隊群

第２護衛隊群

第３護衛隊群

第４護衛隊群

第１１護衛隊

第１２護衛隊

第１３護衛隊

第１４護衛隊

第１５護衛隊

第１護衛隊

第２護衛隊

第３護衛隊

第４護衛隊

第５護衛隊

第６護衛隊

第７護衛隊

第８護衛隊

自衛艦隊

護衛艦隊

１８年度末 １９年度末

DD×3

DD×4

DD×3

DD×3

DD×3

DD×3

DDH

DD×3

DD×2

DDG×2

DD×3

DD×2

DDG×2

DD×2

DD×3

DDG×2

DD×3

DD×2

DDG×2

DDH

DDH

DDH

DDHグループ(※１)

DDHグループ

DDHグループ

DDHグループ

DDGグループ(※２)

DDGグループ

DDGグループ

DDGグループ

DD×3

DD×3（次期中期防で廃止予定）

DD×3

DD×4

DD×3

DD×3

(横須賀)

(佐世保)

(舞鶴)

(呉)

(横須賀)

(呉)

(佐世保)

(舞鶴)

［地方隊］
6個隊を護衛艦隊へ

※１ DDH、DDG、DD×2
※２ DDG、DD×3

［護衛艦隊］
12個隊を8個隊へ

護衛艦部隊の改編の概要

－２６－

第 １ 空 挺 団 （ 習 志 野 ）

第 １ ヘ リ 団 （ 木 更 津 ）

第101特殊武器防護隊（大宮）

司令部及び司令部付隊（朝霞）

国 際 活 動 教 育 隊 （ 駒 門 ）

特 殊 作 戦 群 （ 習 志 野 ）

中

央

即

応

集

団

（１８年度末） （改編後）

中

央

即

応

集

団

第 １ 空 挺 団 （ 習 志 野 ）

第 １ ヘ リ 団 （ 木 更 津 ）

中央特殊武器防護隊（仮称）（大宮）

司令部及び司令部付隊（朝霞）

国 際 活 動 教 育 隊 （ 駒 門 ）

特 殊 作 戦 群 （ 習 志 野 ）

中央即応連隊（仮称）（宇都宮）



■ 海上自衛隊第１海上訓練支援隊（仮称）の新編

■ 自衛隊指揮通信システム隊（仮称）の新編

［固定翼哨戒機］
8個隊を4個隊へ

［回転翼哨戒機］
・9個隊を5個隊へ
・地方隊の航空隊を航空集団へ

［回転翼救難機］
・7個隊を6個隊へ

・航空集団（回転翼航空機部隊）へ

第１航空群

第２航空群

第４航空群

第５航空群

第１航空隊

第７航空隊

鹿屋航空基地隊

第２航空隊

八戸航空基地隊

第３航空隊

第６航空隊

硫黄島航空基地隊

第５航空隊

第９航空隊

第１２１航空隊

第１２２航空隊

第４航空隊

厚木航空基地隊

第１０１航空隊

第１航空群

第２航空群

第３航空群

第４航空群

第２１航空群

第１航空隊

第２航空隊

第３航空隊

第４航空隊

自衛艦隊

航空集団

１８年度末 １９年度末

第２１航空群

第２２航空群

第１２４航空隊

下総航空基地隊

徳島航空基地隊

小月航空基地隊

徳島教育航空群

下総教育航空群

小月教育航空群

小松島航空隊

大村航空隊

大湊航空隊

舞鶴航空分遣隊

（館山）

（館山）

（館山）

（大村）

（大村）
（小松島）

鹿屋

八戸

厚木

那覇

館山

大村

厚木

鹿屋

那覇

八戸

館山

（館山）

（大村）

鹿屋救難飛行隊

八戸救難飛行隊

厚木救難飛行隊

硫黄島救難飛行隊

下総救難飛行隊

徳島救難飛行隊

小月救難飛行隊

航空集団

教育航空集団

佐世保地方隊

大湊地方隊

第１２３航空隊

固定翼哨戒機(P-3C)

回転翼哨戒機(SH-60J/K)

回転翼救難機(UH-60J)

自衛艦隊

呉地方隊

第２２航空群 第２２航空隊

第２４航空隊

（大村）

大村

徳島航空分遣隊

鹿屋航空分遣隊

第７２飛行隊

第７２航空隊

（館山）

（舞鶴）

（大湊）

第２１航空隊

第２３航空隊

第２５航空隊

第７３航空隊

第７３飛行隊

大湊航空分遣隊

硫黄島航空分遣隊

航空機部隊の改編の概要

－２７－

鹿屋航空基地隊

硫黄島航空基地隊

厚木航空基地隊

八戸航空基地隊

（館山）

（大村）



△2,449

(△2,506)

257,141

(248,716)

259,590

(251,222)
合 計

27270防衛査察本部（仮称）

601,9461,886情 報 本 部

13499486統 合 幕 僚 監 部

△2347,31947,342航 空 自 衛 隊

△9845,71445,812海 上 自 衛 隊

578,4258,368即 応 予 備 自 衛 官

△2,485153,211155,696常 備 自 衛 官

△2,428161,636164,064陸 上 自 衛 隊

増△減１９年度末１８年度末

○ 自衛官定数等の変更

△648,6668,730陸 上 自 衛 隊

97970統 合 幕 僚 監 部

09898防 衛 研 究 所

△111,0421,053防 衛 医 科 大 学 校

△6574580防 衛 大 学 校

5021,214712内 部 部 局

合 計

地 方 防 衛 局

防 衛 施 設 庁

防 衛 査 察 本 部

装 備 本 部

技 術 研 究 本 部

情 報 本 部

航 空 自 衛 隊

海 上 自 衛 隊

△11523,14923,264

2,6142,6140

△3,06603,066

40400

△53510563

△6852858

35471436

△623,5633,625

△473,4263,473

増△減１９年度末１８年度末

○ 事務官等定員の変更

注１ 各年度末の自衛官等の合計欄の下段（ ）内は、即応予備自衛官の員数を除いた自衛官の定数である。
注２ 統合幕僚監部の定数には、自衛隊指揮通信システム隊（仮称）の定数（１５４人）を含む。

注１ １８年度末欄における定員は、防衛省としてのものであり、内部部局に大臣、副大臣及び大臣政務官
２名を含む。

注２ １９年度末欄の装備本部は、装備調達本部（仮称）である。
注３ １９年度末欄の防衛査察本部（仮称）及び地方防衛局（仮称）は新設予定である。
注４ １９年度末欄の統合幕僚監部の定数には、自衛隊指揮通信システム隊（仮称）の定数（４名）を含む。

（単位：人）

（単位：人）

－２８－



○ 自衛官の年間平均人員等

(94.92)(95.09)(93.52)（ ）は平均充足率

44,93443,559145,500１９年度年間平均人員

航空自衛隊海上自衛隊陸上自衛隊

（単位：人・％）

800

航空自衛隊

47,9001,10046,000１９年度末員数

合計海上自衛隊陸上自衛隊

（単位：人）

○ 予備自衛官の員数
予備自衛官の員数増は行わない。

航空自衛隊

2,8752,875１９年度末員数

合計海上自衛隊陸上自衛隊

（単位：人）

○ 予備自衛官補の員数
１４年度から採用開始。
１９年度に新たに１,２６０人採用予定。

－２９－

○ 総人件費改革への対応（自衛官）

△74△148△506実員増△減

航空自衛隊海上自衛隊陸上自衛隊

上記の他、他機関の増△減があるため、自衛官全体では△６２８人。

（単位：人）



－３０－



防 衛 関 係 費

－３１－



－３２－



－３３－

１ 防衛関係費全般

７２４

〔７．９％〕

９，８５４

（２０．３％）

△２４６

〔△２．６％〕

９，１３１

（１９．１％）

一般物件費

（活動経費）

２２１

〔１．３％〕

〈３１６〉

１７，６６０

（３６．３％）

７７

〔０．４％〕

〈３５１〉

１７，４３９

（３６．４％）

〈繰延べ〉

歳出化経費

９４５

〔３．６％〕

２７，５１４△１６９

〔△０．６％〕

２６，５７０物件費

△２１５

〔△１．０％〕

２１，１２１

（４３．４％）

△２２５

〔△１．０％〕

２１，３３７

（４４．５％）

人件・糧食費

７３０

〔１．５％〕

４８，６３６△３９４

〔△０．８％〕

４７，９０６防衛関係費

対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

平 成１９年度

概 算 要 求 額

平 成 １８ 年 度

予 算 額

〔 歳出予算 （三分類）〕 （単位：億円）

△９８

〔△０．８％〕

１２，２０８３９９

〔３．４％〕

１２，３０６（参考）

後年度負担（既定分）

１，４４１

〔８．１％〕

１９，１４８△５０

〔△０．３％〕

１７，７０８新規後年度負担

対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

平 成１９年度

概 算 要 求 額

平 成 １８ 年 度

予 算 額

(説明)
１．平成19年度の為替レートは、1ドル＝115円である。
２．（ ）は構成比、〔 〕は対前年度伸率、〈 〉は繰延べの数字である。
３．繰延べとは、当該年度に予定されていた歳出化経費の一部を翌年度以降に繰延べる措置をいい、上記
の歳出化経費は繰延べにより減額された後の経費を示す。

４．上記の他、平成19年度については、SACO関係経費として233億円（前年度同額で仮置き）がある。
５．在日米軍再編関連措置のうち、地元の負担軽減に資する措置については、今後予算編成過程において
検討し、必要な措置を講ずることとしている。

６．計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある（以下同じ）。

（単位：億円）

(注)SACO関係経費を除く。

〔 後 年 度 負 担 〕



－３４－

歳出額

後年度負担額

防衛関係費は、人件・糧食費と物件費（事業費）に大別される。さらに、物件費（事

業費）は、歳出化経費と一般物件費（活動経費）に分けられる。

人件・糧食費 隊員の給与、退職金、営内での食事などにかかる経費

装備品の調達・修理・整備、油の購入、隊員の教育訓練、施設

物件費 事業費 整備、光熱水料等の営舎費、技術研究開発、周辺対策や在日米軍（ ）

駐留経費等の基地対策経費などにかかる経費

歳出化経費 １８年度以前の契約に基づき、１９年度に支払われる経費

一般物件費 １９年度の契約に基づき、１９年度に支払われる経費
（ ）活動経費

防衛力整備においては、艦船や航空機等の主要な装備の調達、また、格納庫・隊舎等

の建設など、複数年度を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則５年

以内）を行い、将来の一定時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束をする。

後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支

払う金額をいう。

（例） １００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合

１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

契約 納入
↓ ↓ ↓ ↓

一部支払 一部支払 一部支払 残額支払
(10億円) (10億円) (20億円) (60億円)

一般物件費 歳出化経費 歳出化経費 歳出化経費

後年度負担額(90億円)

契約額(100億円)

（参 考）防衛関係費の構造



－３５－

歳出額と後年度負担額の関係

単位:億円

(　):対前年度伸率(％)

15年度 16年度 17年度 18年度 20年度 21年度 22年度

契約年度

   

 (△0.8)

19,148
契　約

29,003
(8.1）

※注1 ＳＡＣＯ関係経費を除く。
　注2 本図は概念図であり、グラフの長短と実際のデータが必ずしも一致するわけではない。

9,854

（8.1）

(7.9)

19年度

19年度

(1.3)

契  約

契  約

契　約

18年度

17,660

契　約

23年度以降

12,208

17年度

(△1.0)

15年度

16年度

(4.5)

物件費契約ベース

21,121

後年度負担額

（既定分＋新規分）

31,356

新

規

分

既
　
　
定
　
　
分

歳
出
化
経
費

人
件
・
糧
食
費

当
年
度
に
歳
出
化
さ
れ
る
前
金

物件費（事業費）契約ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 新規後年度負担（２０年度以降の歳出化経費）
  　　　　　　　　　　　　 ＝   　　　 　　　　　　 ＋
物件費（事業費）歳出ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 歳出化経費（１９年度歳出化経費）
                  　  　　 ＝ 　　　                ＋

平成１９年度防衛関係費概算要求

（　　）

（
活
動
経
費
）

一
般
物
件
費

（前金）

歳
出
化
経
費

人
件
・
糧
食
費

当
年
度
に
歳
出
化
さ
れ
る
前
金

物件費（事業費）契約ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 新規後年度負担（２０年度以降の歳出化経費）
  　　　　　　　　　　　　 ＝   　　　 　　　　　　 ＋
物件費（事業費）歳出ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 歳出化経費（１９年度歳出化経費）
                  　  　　 ＝ 　　　                ＋

平成１９年度防衛関係費概算要求

（　　）

（
活
動
経
費
）

一
般
物
件
費

（前金）

歳
出
化
経
費

人
件
・
糧
食
費

当
年
度
に
歳
出
化
さ
れ
る
前
金

物件費（事業費）契約ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 新規後年度負担（２０年度以降の歳出化経費）
  　　　　　29,003　　　　 ＝   　　　 9,854 　　　 ＋ 　　　 19,148
物件費（事業費）歳出ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 歳出化経費（１９年度歳出化経費）
            27,514　  　　 ＝ 　　　   9,854        ＋        17,660

平成１９年度防衛関係費概算要求額
48,636
（1.5）

（
活
動
経
費
）

一
般
物
件
費

（前金）



－３６－

２ 一般物件費（活動経費）

維持費等

4,215

〔42.8〕

基地対策経費等

4,096
〔41.6〕

研究開発費

285〔2.9〕装備品等購入費等

427〔4.3〕

施設整備費等

137〔1.4〕

その他

694〔7.0〕

１７１３７１２０施設整備費等

△５５６９４７４９その他（電子計算機等借料等）

７２４９，８５４９，１３１合 計

１９２４２７２３６装備品等購入費等

２１２８５２６４研究開発費

１１６

△８

１００

２３

４，０９６

１，００２

１，８１５

１，２７９

３，９８０

１，００９

１，７１５

１，２５６

基地対策経費等

・周辺環境整備、住宅防音

・在日米軍駐留経費負担

・施設の借料、補償経費等

４３４

２８４

１０３

１３

△５

３９

４，２１５

９５３

１，８２８

２９９

２３６

８９８

３，７８１

６６９

１，７２５

２８６

２４１

８６０

維持費等

・油購入費

・修理費

・教育訓練費

・医療費等

・営舎費等（光熱水料、燃料費等）

対前年度

増△減額

平 成 １ ９ 年 度

概 算 要 求 額

平 成 １ ８ 年 度

予 算 額

項 目

（単位：億円）一般物件費の内訳

一般物件費

（活動経費）

１９年度概算要求額

9,854

単位：億円、％
［ ］：構成比



－３７－

３ 物件費（契約ベース）

１，０８４２，４９９１，４１５航空機購入費

△１０７１，５９７１，７０４艦船建造費等

２８４９５３６６９油購入費

１６０７，８６８７，７０８修理費

５１４１０，６９１１０，１７７維持費等

１４９１，２９９１，１５０施設整備費等

４０８８９８４８その他（電子計算機等借料等）

２，１６４２９，００３２６，８３９合 計

５９２５，７７７５，１８５装備品等購入費

△１６５１，４６３１，６２７研究開発費

５７４，７８９４，７３２基地対策経費等

７１１，８７０１，８００教育訓練費等

対前年度

増△減額

平 成 １ ９ 年 度

概 算 要 求 額

平 成 １ ８ 年 度

予 算 額

項 目

（単位：億円）物件費（契約ベース）の内訳

物件費（契約ベース）＝一般物件費（活動経費）＋新規後年度負担

１，０８３２，４９３１，４１０航空機購入費

△１１０１，５８１１，６９２艦船建造費

５７６，０４０５，９８３修理費

８１６，４７６６，３９６維持費等

１３２１，１６２１，０３０施設整備費等

９５１９５１００電子計算機等借料

１，４４１１９，１４８１７，７０８合 計

４０５５，３７１４，９６６装備品等購入費

△１８５１，１７８１，３６３研究開発費

△５９６９３７５２基地対策経費等

２４４３６４１２教育訓練費等

対前年度

増△減額

平 成 １ ９ 年 度

概 算 要 求 額

平 成 １ ８ 年 度

予 算 額

項 目

（単位：億円）（参考）新規後年度負担の内訳

（注）ＳＡＣＯ関係経費を除く。

（注）ＳＡＣＯ関係経費を除く。



－３８－

伸率の推移

(注) 以上のほかに、ＳＡＣＯ関係経費があり、これを加えた伸率は、以下のとおりである。

平成 ９年度が ６１億円（ ２．１％） 平成１５年度が２６５億円（△０．１％）

平成１０年度が１０７億円（△０．２％） 平成１６年度が２６６億円（△１．０％）

平成１１年度が１２１億円（△０．２％） 平成１７年度が２６３億円（△１．０％）

平成１２年度が１４０億円（ ０．１％） 平成１８年度が２３３億円（△０．９％）

平成１３年度が１６５億円（ ０．４％） 平成１９年度概算要求が２３３億円（前年度同額で仮置き）（１．５％）

平成１４年度が１６５億円（ ０．０％）

（参考資料）

防衛関係費の推移

49,414
49,290

49,201 49,218
49,395

47,906

49,388

48,636

48,301

48,764

49,265

47,000

47,500

48,000

48,500

49,000

49,500

50,000

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

億円

概算要求

△0.3 △0.2
0.0

0.3
0.0

△0.3

△1.0 △1.0
△0.8

1.5

2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

概算要求

％



0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

三分類の推移
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（注）ＳＡＣＯ関係経費を除く。

（ ）：対前年度伸率 (％)
[ ] ：歳出予算の構成比（％）
｛ ｝：対前年度増△減額
《 》：繰延べ

億円

[45.0]
22,188
｛△85｝

[44.4]
21,654

｛△534｝

[36.2]
17,839
｛83｝
《483》

[35.8］
17,458

｛△381｝
《220》

[18.8]
9,238

｛△128｝

[19.8]
9,652
｛414｝

平成15年度 平成16年度 平成17年度

一般物件費

歳出化経費

人件・糧食費

平成18年度

[44.5]
21,337

｛△225｝

[36.4]
17,439
｛77｝
《351》

[19.1]
9,131

｛△246｝

（△0.3)
49,265

｛△130｝

（△1.0)
48,764

｛△501｝

（△0.8)
47,906
{△394}

（△1.0)
48,301

｛△463｝

[44.6]
21,562
｛△92｝

[35.9]
17,362
｛△96｝
《332》

[19.4]
9,377

｛△276｝

平成19年度
概算要求

（1.5)
48,636
{730}

[20.3]
9,854
｛724｝

[36.3]
17,660
｛221｝
《316》

[43.4]
21,121

｛△215｝
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平成18年度
予　算　額

平成19年度
概算要求額

増△減額 伸　率

防　衛　関　係　費 ４７，９０６ ４８，６３６ ７３０ １．５

４７，９０３ ４８，６３２ ７２９ １．５

４２，６４６ ４３，７７３ １，１２７ ２．６

陸 上 自 衛 隊 １７，５７８ １７，６５８ ８０ ０．５

海 上 自 衛 隊 １０，８９２ １１，６２６ ７３４ ６．７

航 空 自 衛 隊 １１，０８６ １１，２２６ １４０ １．３

小　　計 ３９，５５７ ４０，５１１ ９５４ ２．４

内 部 部 局 １８０ ５６０ ３８０ ２１１．５

― ３７６

統 合 幕 僚 監 部 １６９ １５２ △　１７ △１０．２

情 報 本 部 ４８６ ５１６ ３０ ６．１

防 衛 大 学 校 １５０ １４７ △　　３ △　１．７

防衛医科大学校 １９４ ２０５ １１ ５．８

防 衛 研 究 所 １６ １６ １ ４．０

技 術 研 究 本 部 １，８２６ １，５８９ △２３７ △１３．０

装 備 本 部 ６８ ６０

装 備 調 達 本 部 ― １５

防 衛 査 察 本 部 ― ２

小　　計 ３，０８９ ３，２６２ １７３ ５．６

５，２５７ ４，８２２

― ３８

３ ３ ０ ０．９

（ 地 方 防 衛 局 ）

（ 防 衛 本 省 ）

安 全 保 障 会 議

区　　　　　分

（うち地方企画局）

防 衛 省

（ 防 衛 施 設 庁 ）

（単位：億円、％）

（注）上記の他、平成１８年度は２３３億円、平成１９年度は２３３億円（前年度同額で仮置き）のＳＡＣＯ関係経費

がある。

機関別内訳
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基地対策等の推進

平成18年度 平成19年度 対前年度 対前年度

予 算 額 概算要求額 増△減額 伸　　率

< 4,732 > < 4,789 > < 57 > < 1.2 >
4,890 4,854 △ 36 △ 0.7

< 1,298 > < 1,307 > < 9 > < 0.7 >
(1) 1,282 1,290 8 0.7

< 898 > < 907 > < 9 >< 1.0 >
882 890 8 1.0  生活環境施設等の整備の助成等

400 400 0 0.0  住宅防音工事の助成

< 2,151 > < 2,180 > < 29 > < 1.3 >
(2) 2,326 2,271 △ 55 △ 2.4

1,388 1,409 21 1.5

労 務 費 1,135 1,150 15 1.3

光 熱 水 料 等 248 253 5 2.0  在日米軍の光熱水料等の負担

訓 練 移 転 費 4 5 1 16.4  在日米軍の訓練移転費の負担

< 463 > < 463 > < 0 >< 0.0 >
638 554 △ 84 △13.1  在日米軍施設（隊舎等）の整備

300 308 8 2.7  社会保険料事業主負担分等

< 1,283 > < 1,302 > < 19 > < 1.5 >
(3) 1,283 1,294 11 0.9

注：１　上段<　　>内は、契約ベースである。
　　２　計数は、四捨五入によっているので符合しないことがある。

住 宅 防 音

基 地 対 策 等 の 推 進 合 計

周 辺 環 境 整 備

基 地 周 辺 対 策 経 費

　（河川・道路改修、学校防音、ごみ
    処理施設等の整備）

（単位：億円、％）

備　　　　考区　　　　　　　分

在日米軍駐留経費負担

施設の借料、補償経費等

 在日米軍に勤務する従業員の
 給与費の負担

 防衛施設用地等の借上げ及び
 漁業補償等

提 供 施 設 の 整 備

基 地 従 業 員 対 策 等

特 別 協 定
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（ 参 考 資 料 ）

－４３－



○ 中期防衛力整備計画（平成１６年１２月１０日閣議決定）の整備数量
と１９年度整備数量

－４４－

１機－１機空中給油・輸送機（ＫＣ－７６７）

２機１機４機輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７Ｊ）

－－８機新輸送機

－－７機新戦闘機

２０機１０機２２機戦闘機（Ｆ－２）

６機－２６機戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修

２個群及び
教育所要等

１個群
２個群及び
教育所要等

地対空誘導弾ペトリオットの能力向上

航
空
自
衛
隊

－－３機掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）

１５機５機２３機哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）

－－４機新固定翼哨戒機

３隻１隻４隻潜水艦

２隻１隻５隻護衛艦

３隻１隻３隻イージス・システム搭載護衛艦の能力向上

海
上
自
衛
隊

５個中隊２個中隊８個中隊中距離地対空誘導弾

３機１機１１機輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）

４機１機７機戦闘ヘリコプター（ＡＨ－６４Ｄ）

６１両２２両１０４両装甲車

２２両８両３８両火砲（迫撃砲を除く）

３２両９両４９両戦車

陸
上
自
衛
隊

整 備 累 計

(17～19年度)

１ ９ 年 度

整 備 数 量

中 期 防
(17～21年度)

整 備 数 量

主 要 装 備



３個高射群地対空誘導弾部隊

４個警戒隊

７個警戒群航空警戒管制部隊

４隻イージス・システム搭載護衛艦

弾道ミサイル防衛
にも使用し得る

主要装備・基幹部隊

約２６０機うち戦闘機

約３５０機作戦用航空機
主要装備

６個高射群地対空誘導弾部隊

１個飛行隊空中給油・輸送部隊

３個飛行隊航空輸送部隊

１個飛行隊航空偵察部隊

１２個飛行隊戦闘機部隊

１個警戒航空隊（２個飛行隊）

２０個警戒隊

８個警戒群航空警戒管制部隊

基幹部隊

航空自衛隊

約１５０機作戦用航空機

１６隻潜水艦

４７隻護衛艦

主要装備

９個隊哨戒機部隊

１個掃海隊群掃海部隊

４個隊潜水艦部隊

５個隊護衛艦部隊(地域配備)

４個護衛隊群（８個隊）護衛艦部隊(機動運用)

基幹部隊

海上自衛隊

約６００門／両主要特科装備

約６００両戦車
主要装備

８個高射特科群地対空誘導弾部隊

中央即応集団

１個機甲師団
機動運用部隊

６個旅団

８個師団
平時地域配備する部隊

基幹部隊

７千人即応予備自衛官員数

１４万８千人常備自衛官定員

１５万５千人編成定数

陸上自衛隊

○ 平成１７年度以降に係る防衛計画の大綱
（平成１６年１２月１０日閣議決定）（別表）

注： 「弾道ミサイル防衛にも使用し得る主要装備・基幹部隊」は海上自衛隊の主要装備又は航空自衛隊の基幹部
隊の内数。

－４５－




